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はじめに
　20世紀を総括的に振り返るならば，それは紛
れもなく科学技術の世紀であり，全体社会の全
面的な技術化の時代であったということができ
よう。現代社会は紛れもなく技術社会であり，
現代文化はあらゆる局面で科学技術の影響を免
れえないものとして技術文化である。その意味
からも，来世紀へのカウントダウンの針音が遍
く世界に響き渡る今こそ，現代技術社会を，そ
の自明性の内に埋没することなく，絶えざる学
的反省の眼で眺めやり，その根底に，人聞観や
自然観，社会観を据えて包括的・哲学的なコン
テクストの中において論じる姿勢がより強く求
められているといえよう。
　周知のように技術の世紀としての20世紀は，
マンハッタン計画における原子爆弾の開発に象
徴されるように，核兵器や化学兵器などの開発
から遺伝子組み換え技術，クローン技術に至る
までの諸々の新技術の矢継ぎ早の誕生による不
安と脅威の高まりとともに，国土の大規模開発
や産業廃棄物処理，原子力発電所の事故等によ
る自然環境・生活環境の汚染，破壊，災害等々
の科学技術をめぐる様々な問題が露呈した世紀
でもあった。
　こうした状況において，とりわけほかならぬ
社会科学の領域において求められるべき中心的
な課題は次の問題であろう。それは，技術制御
の社会科学的観点からの検討，すなわち官僚制
度ならびに組織的産業資本などによって代表さ
れるいわゆる政治一経済（法権カー貨幣）シス
テムによってもっぱら主導的に展開されてきた
科学技術制御のイニシアチブを，市民的公共性
の圏内に，すなわち生活世界的・文化的意味連
関の領域の内に組み込んでいくことは可能なの
か，という問題である。本論考はこのような課
題に基づきつつ，技術社会の最新の様相である
ところの「情報化」という観点を現代技術社会
論の最大のファクターとしてその中心軸に据え，
特にコミュニケーションのサイバー化を通じた
情報ネットワークの拡大という現代的現象が，
「市民的価値に基づく技術制御」という新時代
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に必須の課題においてどのような可能性をもた
らしうるのかについて文化論的な観点も交えな
がら検討して行くものである。
　ところで，こうした作業を通じてまず最初に
検討を加えねばならない大きな二つの問題があ
る。その第一は，特に人文社会科学の領域にお
ける技術論において伝統的に見られる技術の
「価値中立論」の問題であり，第二は科学技術
と日常生活の二つの領域における言語的な乖離，
及びそこに起因する「情報の非対称性」の問題
である。現代技術社会そのものの意味するとこ
ろを総合的・包括的に捉え直すためには，この
：二つの問題についての言及を避けて通ることは
できない。そこで，以下にまず第一の問題（第
・一・ﾍ），及び第二の問題（第二章）を検討し，
もって本論考の立脚点を明確にしつつ，第三章
以降において我々の中心問題，すなわち情報社
会化を通じた情報ネットワークの拡大が，市民
的・民主等価値に基づく技術制御という課題に
おいてもたらしうる可能性について社会哲学的
な検討を加えて行きたい。
第一章　現代技術社会論の課題
　　　　一技術の価値中立論の再検討一
　第一の問題は技術の価値中立論の検討である。
周知のようにこれが意味するところは，技術そ
れ自体は「道具」にほかならず，したがって何
らの内在的な価値をも有してはいないという説
である。それゆえ，これを技術の「道具説」
（Instrumental　Theory）と呼ぶ論者もいる
（Feenbcrg，1991：5）が，いずれにせよこの説に
従えば，技術自体は価値判断の対象としての内
実を持たないがゆえに，あくまでも中立なもの
だということになる。技術自体は目的に対する
手段としてあくまでも道具に過ぎないのだから，
批判されるべき余地はないということになるの
である。
　この見方は一見すると，引く常識的なものの
ようにも思える。だが，それは次の二つの点で
技術批判の前提としては不十分なものと言わざ
るを得ない。第一に，それは技術を道具として
は見るものの，設計デザインの選択から運営・
維持管理に至るまでの一連の実践的行使のプロ
セスの全体としては見ていない。また第二に，
今日では技術は単なる道具的客体というよりは
むしろ我々の日常生活を支える「環境」を形成
するものとして，いわば「技術連関」（今道，
1990：33）の総体として捉えられねばならない
という事実認識が欠如しているのである。
　いうまでもなく社会の技術化は，今や日常生
活のあらゆる局面において生命と生活の維持の
ための不可欠の条件である。だが，そのことが
同時に，今日の技術的諸条件が人間生活の豊か
さを「透明」な価値に基づいて保証することを
意味するものではない。技術は単体の道具とし
て見れば価値中立であるにしても，その設計デ
ザインの選択や行使においては必ず何らかの価
値判断を免れえないのである。
　実際この点に関してマルターゼは，我々の見
方より一層深刻な見解を取っている。すなわち，
現代技術社会は一個の合理的な支配の体制であ
り，そもそも技術の概念と構造自体が（した
がってそれを司る技術的理性そのものが）そう
したイデオロギーと決して無縁ではないという
である（Marcuse，1964）。だが，単純化して
考えてみても，およそ科学技術なるものが
（ちょうどウェーバーの有名な合理化テーゼを
具体的に表象するように）目的合理的な価値に
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貫かれたものであるのはむしろ当然であろう。
逆に言えば，ある種の技術が有する合理的なデ
ザインが全地球的に中立的かつ普遍的な価値を
体現するという場合，その意味するところはそ
れがまさしくどのような状況・コンテクストに
おいても本質的に「効率性」という価値基準を
満たすからにほかならないからであり，ただそ
の意味でのみ「中立」（neutral）であるのに過
ぎないという主張（Feenberg，1991：6）は極めて
正しいのである。
　また，技術社会とは巨大な技術連関を環境と
する社会にほかならない。それは必然的に技術
制御の複雑化，専門化，官僚組織化といった帰
結をもたらし，よって社会は全体的にシステム
的な合理性を第一義的に追求することになる。
その意味でも，いわゆる技術の価値中立論は技
術を道具的にしか捉えておらず，技術の実践的
行使を見ていない。
　技術が現実的な意味において問題になるのは，
その実践的行使においてであり，その限りにお
いて特定の技術のデザインや形式を選択した者
（行政機構や産業組織から個人に至るまで）の
持つ価値観こそが問われねばならないのである。
問題は，その価値観が一切の文化的な要素を捨
象して，ただもっぱら技術システム自身の維持
管理に適合的な技術的合理的な形式へと変換し
て行くということが全体社会へと及びつつある
ことなのである。この点からも，マルターゼの
問題を批判的に発展させたハーバーマスの，む
しろ真に問題となるのは科学技術の目的合理的
形式が我々の生活形式，すなわち生活世界の歴
史的な全体へと浸透して行くことであるという
主張（Habermas，1968：59－60）の方が我々の認
識とはより合致するのだが勘いずれにせよ，
上述した立場からもわれわれは技術の価値中立
説の立場には立たないのである。
　ところでこの点に関して，「技術の批判理
論」（Critical　Theory　of　Technology）を提唱す
るA．フィーンバーグは技術論における既存の
二種の議論として先の技術の「道具説」（価値中
立説）に加えて，「自立的存在説」（substantive
，theory）を挙げている（Feenber＆1991：7）。
　フィーンバーグによれば技術の自立的存在説
とは，技術が伝統的な価値観の上位に位置づけ
られ，社会ないしは世界を全体的に管理の対象
物として支配し作り替えていく新しいシステム
であるとする主張のことであり，その議論の代
表者にはハイデガーなど（2）が挙げられるとい
う（Feenberg，1991：7）。ここで注目すべきは，
フィーンバーグは，技術に対するこうした二つ
の見方（「道具説」「自立的存在説」）は，いず
れも技術支配の全面化を一種の宿命と見なすこ
とにおいて根本的には同一性を持つものである
と見ている点である（Feenberg，1991：8－9）。
　確かに技術が単なる道具として中立的である
ならば，そのデザインや構造のあり方は政策決
定における議論の対象になるはずはなく，まし
てや技術社会化が世界システム形成における自
立的で留まることのない一つの歴史的な力であ
るとするならば，もはや我々には技術の制御な
どできようはずもないであろう。だが，フィー
ンバーグも強調するように，労働や教育，環境
の悪化などを含む技術社会をめぐる諸問題の根
源は，技術自体というよりはむしろ，その発達
や行使を支配する反民主主義的な価値観にこそ
求められねばならないのである（Feenberg，
1991：3）。我々の技術社会論もまた，科学技術
の全面化を一種の歴史的宿命として捉える立場
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に立つものではないのはいうまでもない㈲。
　さて，いずれにせよ我々の立場はこうである。
すなわち技術社会論において問題なのは突き詰
めれば個々の技術的行為の実践的行使であり，
その限りにおいて問われるべきは個々の技術的
行為が基づいている価値を明らかにすることで
あり，最終的にはそうした価値を市民的公共性
の見地における意味ないし価値連関の内に取り
戻すことであるという立場である。また，その
ためにも科学技術の制御（立地条件や設計デザ
イン，形式手段の選択等々）のイニシアチブを，
行政機構や組織的産業資本のような政治一経済
（法権カー貨幣）システムへもっぱら依存した
り，あるいは放棄したりすることを見直し，そ
れをむしろ市民的公共性の枠内へと移すことの
実践的な重要性をまず認識することなのである。
　結論的に言えば，我々の立場は技術社会の諸
問題をあくまで変革可能な現実として捉えるも
のであり，変革の主体は技術社会を生きる我々
自身にほかならないと考えるものなのである。
第二章　日常言語とシステム制御
　　　　一現代的不安どその根源一
　我々は次に，前述した第二の問題，すなわち
科学技術と日常生活の二つの領域における言語
的な乖離（情報の非対称性）の問題について検
討しよう。
　ところで既に見たように，我々の問いの方向
は今や明白である。それは技術制御のイニシア
チブを市民生活の領域における意味連関，すな
わち生活世界の文化的価値の内に取り戻すこと
は可能なのか，ということである。我々の問い
はただこの一・点から開始され，また，帰結せね
ばならない。この問いが前提とするのは（例え
ば立地条件の設定や設計デザインなどを含む）
諸々の技術的行為の意志決定の内に民主的な価
値を反映させることは現代技術社会の最低条件
である，という思想である。ではなぜに現代技
術社会は非民主的なものとして考えられねばな
らないのであろうか。我々の第二の問題はこの
問題に関連する。そしてこの問題の検討が我々
の現代技術社会批判の基本的な視座となるであ
ろう。
　さて，最も基本的な意味で，現代技術社会に
生きる一市民の視点から感じる科学観・技術観
を要約するとすれば，それは一方で豊かさや快
適さの条件であり，他方では複雑性に伴う不安
の源泉であろう。それが生活の最低条件である
ことは否定しようもない事実であるにも関わら
ず，同時に不安の種であるというアンビバレン
トな感情が科学技術に対する一般的な実感では
ないであろうか。かつて漱石は，人間の不安は
科学の発展から来ると考えたが，原子力技術や
遺伝子組み換え技術といった科学的認識の実践
的応用に象徴される現代技術社会において，そ
れはより一層の実感を持つものともいえよう。
　周知のように，「科学技術が生活を脅かす」
という不安は，今日の危機的状況を象徴的に現
すものともいえようが，こうした不安において
我々は，実に科学的認識と生活とが別種の二つ
の論理に基づくものであるかのごとくして自明
のこととしてしまっているとも言えよう。科学
技術をめぐる危機的状況の本質は，むしろこの
点にこそあると考える方がより重要であろう。
　何故に今日我々は，生活と科学技術とを何ら
かの緊張関係にある二つのもののごとく感じる
のか，という問題は一つの鍵である（4）。我々の
立場からすれば，その原因の一端は，諸々の科
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学技術的行為は民主的な価値を必ずしも反映し
ていないがゆえに何らかの生活から乖離した運
営と結果をもたらすものとなっているのだと言
えるであろう。それが根本において意味すると
ころは，市民的日常生活の言語体系といわゆる
技術専門家ないし技術官僚（テクノクラート）〔5）
の集団によってシステマティックに組織化され
た科学技術制御の言語体系との間における相互
交通の欠如であり，より深刻には相互理解の不
可能性である。
　ハーバーマスが指摘するように，例えば原子
物理学の認識は，それだけとりだせば，われわ
れの生活世界の解釈にどのような影響もおよぼ
さないであろうし，その意味においても科学的
認識と生活世界の乖離は必然的なものといえよ
う（Habermas，1968：107）。要するに科学的な
認識は多くの場合，日常生活世界における自己
や他者，世界の了解において何らの実践的意味
をも持たないのである。科学的認識と生活文化
の分離は，両者の言語体系および意味・記号の
価値連関が本質的に相互交通不能であることに
起因する。例えばある種の核分裂の連鎖反応の
発生を原子核物理学では「臨界」（criticality）
と呼ぶが，そうした用語が日常生活に（ただし
それは原子物理学的意味ではなく市民自身の生
命・生活の危機的状況を意味するものとして）
浸透するのは，ほかならぬ臨界事故が日常生活
に現実に深刻な打撃を与えた後，はじめて見ら
れるといったことになってしまうのである（99
年9月30日，茨城県東海村の民間ウラン加工施
設で発生した国内初の臨界事故の例）（6｝。
　このように科学技術に対する不安の感情は，
より本質的には経験科学と日常生活世界との間
における言語的乖離に起因する。我々は科学技
術制御の只中にあって日常生活を営みながらも
当の技術的実践の背景にある科学的認識の何た
るかについて全くの無知でさえ有りうるし，場
合によっては当の技術制御にそれぞれのセク
ションで関わる者でさえ，その行為の意味する
ところを真の意味でトータルに理解する者では
ないということが往々にして見られるのである
（結果として人為的な操作ミスに起因するとさ
れる大規模事故・災害の例は枚挙にいとまがな
いであろう）。
　原子核エネルギー技術やバイオ技術は，それ
ぞれの領域において固有の精密な科学的認識体
系を有するものに違いはないが，それらは日常
生活の言語で正確に表現しうるものでもないし，
理解出来るものでもないであろう。li常言語で
理解出来ないものは，文化的な文脈には決して
包含され得ないし，要するに生活レベルで理解
されるものではない。ここに情報の非対称性と
いう問題の本質が存するのである。最終的には，
それは「不安」という漠とした形をとって市民
生活の地平に現れることになるのである。こう
した不安の克服のための第一歩は，個々の技術
的行為についてその運営制御の．ヒ体の側におい
ては，あくまで市民の日常生活の言語に基づい
て情報の絶えざる開示をつづけることであり
（もしも日常文化的な言語に置き換えた説明が
できないというのであれば，それこそ反民主主
義的な技術行為がなされていると考えられねば
ならないであろう），市民の側においてはその
開示に基づく民主的討論を続けることであろう。
技術社会を真の意味での人間の新しい文化形成
として意味付けていくビジョンは，ここに基礎
づけられねばならないのである（7）。
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第三章　情報技術の全面化と
　　　　社会システムのサイバー化
　日常生活言語と科学的認識における言語体系
との乖離を超えて，情報開示に基づく市民的討
論を通じた民主的技術制御が目指されねばなら
ないということが，ここまでの我々の結論であ
る。だが，その可能性についての議論は，現代
技術社会の実際的・今日的側面に即して検討さ
れねばならない。
　さて，技術社会の最新の特徴とは，ほかなら
ぬ情報技術の全面化であろう。社会の情報ネッ
トワーク化は，元をただせば技術自身の価値合
理性と，軍事戦略技術の民生へのフィードバッ
クないしは産業経済システム効率の追求の自己
展開といった諸要素に起因する側面が強いもの
である。電子商取引の急激な拡大や，POSシ
ステム（point　of　sa且e　system）を生命線とする
コンビニエンスストアの世界展開，さらには行
政機構から大学の事務処理に至るまでのコン
ピューターによる制御管理の常識化は，その限
りにおいてかつてマルターゼらを中心に議論さ
れた管理社会化の今日的現れ（もっともそれが
直ちに全体主義的な傾向を持つとは言い難い
が）と言えなくもないであろう。要するに，そ
れらは本来的に民主的な価値観に基礎付けられ
てきた技術というわけではない（8｝。しかし，い
ずれにせよこうした技術的可能性（コンピュー
タによる膨大な情報管理とそのネットワーク
化）の出現が，現下の諸々の社会制度（大学入
試のマークシート式共通試験などを見よ）を生
み出したとも言えるし，逆に既存の社会制度自
体が有する管理主義的傾向が諸々のコンピュー
ター制御技術を要請したとも言えるのである。
　簡潔に要約すれば「技術は社会を決定する
が，同時に，社会の方も技術を決定する」
（Touraine，1974＝1978：104）というところが正
しい理解といえよう。今日のIT（情報技術）
の高度化（その先端はいうまでもなく冷戦終結
による軍事技術のフィードバックを得た米国）
もまた，必然的にそれに適合的な経済社会シス
テム（例えば現在進められているサイバー政府
の構想等もその一例であろう）の形成とパラレ
ルな進歩発展を遂げて行くであろう。だが，こ
うした中で，とりわけ市民的レベルでの最も重
要な変化はやはりインターネットの展開であろ
う。
　周知のようにインターネットの利用者（イン
ターネット人口）は急速に拡大している。我が
国のそれは15歳から69歳までの数字で見た場合，
98年度で1700万人と推計（郵政省『平成11年版
通信白書」，以下r白書』と記す：2）されて
いる。また，全世界では99年3月現在で1億
6，000万人（米国NUA社調べ：「白書」：4）
と推計されている。こうした状況を反映して，
米国を中心にインターネット関連の法案の成立
が相次いでいるが，その中にはサイバーテロ対
策や，新しい暗号政策などが含まれており，そ
の意味ではインターネットもまた国家の新たな
管理対象として考えられねばならなくなってき
たという事実を如実に示していると言えよう。
インターネットの商用利用（インターネットコ
マースや電子商取引）の急激な拡大や，サイ
バー政府化（行政手続きの完全電子化等）（9）と
いった現実の事態を考えればそれも当然といえ
るが，その意味するところは実際には非常に重
いものであろう。なぜなら従来インターネット
ないしそれが生み出すヴァーチャルコミュニ
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ティは，民族や人種，階級などを超えた世界中
の個人による自由な討論が可能な空間として，
民主的な価値を体現するものとして大きな期待
を背負っていたのである。だが，現実にはそれ
はコミュニケーション空間である以上に，ビジ
ネスの空間として機能しており，しかもそれこ
そが今日のグローバル化の先端を行くものとし
て特徴付けられるのである。
　こうした状況は，ハーバーマス流にいえば，
今やインターネットにおけるヴァーチャルコ
ミュニティもまた，政治一経済システム（法権
カー貨幣）によって内的に植民地化されつつあ
るのだといえよう。それゆえ，ここでも問題は
法権力や経済合理性に適合的な形式が，我々の
生活形式（この場合はサイバー空間）における
自由なコミュニケーション領域全体へと拡がり
行くことなのであり，その限りでは現実の社会
と何ら変わりはないとも言えよう。
　また，インターネットにおけるコミュニケー
ション様式は匿名性と大規模性を可能にするた
め，コンピューターウイルスの散布や特定の個
人に対する誹誘中傷の掲示ないしは悪質なメー
ルなどによる被害が続出している。この点から
も，インターネットを中心とする情報技術に関
する議論は以前ほど楽観的なものではなくなっ
てきており，主にサイバー空間における社会的
秩序（social　order）の維持の問題が重要度を増
してきている（Smith／Peter，1999）。
　さて，以上のような状況からも，ある側面で
はインターネットに代表される情報技術は，要
約すれば主に公平性（利用機会，能力の有無や
通信コストの地域的格差）と個人のプライバ
シーに関して新たな社会問題となると考えられ
ている（OECD，1998：42）。だが，それにも増
して重要なことは，我々の新たな社会環境とし
てのサイバー空間が個々人にどのような可能性
をもたらすのかということであり，そこにどの
ような価値観が芽生えるのかということであろ
う（1α。技術制御の民主化は，まずもって電脳空
間の民主化によって試されているともいえるの
である。
第四章　情報技術社会と自己一世界了解
　現代技術社会は情報技術による革命的な構造
変化の只中にあるとも言えるが，前章で見たよ
うに，それが直ちに市民的・文化的な生活形式
に基づいた価値観を，技術制御全般に対して有
効に反映しうるものとなるとは限らないのであ
る。それどころか現在のところ，それはむしろ
政治一経済的システムの形式合理性の維持・発
展にとってより有効なものと言えよう。経済シ
ステムのグローバル化は，ITの発展を抜きに
は考えられないものであったし，実際金融経済
システムは様々な処理・手続きの電脳化によっ
て，より一層ヴァーチャライズ（仮想現実化）
しているともいえようが，そのことはむしろ逆
にそもそも貨幣というメディアそのものが
ヴァーチャルなものにほかならないことを顕在
化せしめる危険を伴うとも言えよう。
　だが，我々の議論においてより重要なことは，
情報技術社会が持つコミュニケーション空間と
しての構造機能である。それは，真に民主的な
討論や諸個人の文化的価値に基づく連帯を可能
にするであろうか。そして，そこから民主的な
価値に基づく何らかの公共性が自覚的に共有さ
れ，反民主的な技術行為に対する生活防衛の運
動が立ち上がることはあるのだろうか。こうし
たことは，すべて文化的なアイデンティティの
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問題へとつながり行くだろう。したがって情報
技術社会とは，そこに生きる個々人にいかなる
アイデンティティを，あるいはより深く言うな
らば，一体いかなる実存的状況を強いることに
なるのか，といった点についての考察はいよい
よもって不可欠なものとなるのである。
　一・摂すると，情報技術社会における実存は，
ネットワーク上に無数に散逸する結節点の内の
・つに過ぎないもののようにも思えよう。だが，
コンピューター・ネットワークとは紛れもなく
情報の伝達とそのフィードバック，およびそこ
に発生した共有情報の保存と再伝達といった一
連の処理を瞬間的かつ全世界的なレベルで可能
にするものである。したがってコミュニティー
のサイバー化は，個人の意識を世界化し，グ
ローバルな情報に基づく思考を過度に可能にし
ていくものと思われる。それゆえにこそ，ここ
で実存の問題は新しい問題として再浮上するこ
とになると思われるのである。
　世界が情報技術のネットワーク化によって総
体的に・一つの知的集合体として客観的に立ち現
れ，しかもそこに生きる諸個人が各々の問題関
心に基づいて自由にアクセス可能となったこと，
すなわち意識レベルが世界化するということは，
世界了解の可能性の拡大・高度化を意味するも
のでありそれ自体は肯定的なものであろう。だ
が，同時に本来世界了解に伴う基礎了解であっ
たはずの自己了解が，あくまで二義的・副次的
にのみ個人の自我に迫られることになるとも考
えられよう。要するに，自己についての了解は，
先行する過度な世界情報からのフィードバック
においてなされることになりうるのである。
　そこで問題は，その情報の質および内容であ
るが，実際わが国だけでもインターネットのホ
スト数は168．8万台（99年1月現在：Network
Wizard社調べ：「白書」：3）ともいわれ，ま
たWWW（WorldWideWeb）を通じてアクセス
できる総べージ数は2，950万ページ，総ファイ
ル数は5，820万ファイル（99年2月現在：郵政
省郵政研究所調べ。数字はいずれも「白書」：
3）ともいわれている。全世界ではもはやいか
なる情報があっても不思議ではないし，実際に
諸々の犯罪に結びつく例も後を絶たない。要す
るにそこにおいて求められるのは，主体的な情
報の取捨選択であり，それらを通じた世界了解
に基づく自分なりの情報の発信であろう。そう
でなければインターネット時代も，単なる電子
ショッピング時代の到来に過ぎず，今世紀を象
徴する消費社会のヴァーチャル版に終わるであ
ろう。だが同時に，インターネットが様々な
人々の様々な趣味趣向に応じたグループ，ある
いはサークルを無数に形成しつつあるのも事実
である。インターネットのウエブ（Web）上には
無数の伝言板や掲示板，チャット（おしゃべ
り）ルームやメール交換のための空間が設けら
れている。それらは，設置する者の趣味と関心
の数だけあるといってもよいであろう。そこは，
現在を共に生きる人間の多様な価値の展示場と
もいえよう。いうまでもなく，かつて，これだ
けの規模で世界中の人間の関心や主張にコンタ
クトできた時代はなかったのである。
　情報文明としての新時代において，自我とは，
膨大だがぼんやりとした世界認識（情報）と物
的消費欲望の洪水の内に消失する’か，あるいは
また，膨大な世界情報の中からかけがえのない
誰かの発する情報を見いだし，そこに自己一一他
者一世界了解α蝕への強烈なメッセージをくみ
取るのかといった，大きく二種類の人間を生み
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出す様相となろう。いうまでもなく，変革への
道はその後者において考えられる。
第五章　システム情報化から生活情報化
　　　　へ一文化的コンテクストの中で
　　　　の「情報化」一
　進展する電子ネットワーク社会化は，これま
でに見てきたように様々な問題を内に孕むもの
ではあるが，それでも総体的に見れば全世界規
模での電子コミュニケーション空間の拡大に
よって，人々に新たな価値観に対応する環境を
用意したものとして評価されよう。インター
ネットにおいて重要なことは，地域生活におけ
るいわば「草の根情報」を，全世界へ向けて発
信可能にしたことである。マスコミや，行政機
関による情報発信が，外観的で，一方的・画一
的なものとなる傾向が強いのに対し，生活から
の情報発信は，内観的かつ個性的なものとして，
生活世界の声を反映したものとなろう。それは
いわば，それぞれの地域生活の内にある「隠れ
た現実」を，ひろく世界に顕在化せしめること
であるα3。
　情報化のこのような側面を，従来の流通経済
システムの情報化，あるいは行政システムの情
報化との対比において，ここでは「生活情報
化」と呼ぶことにしよう㈹。今や，情報技術社
会は，システム情報化から市民レベルでの生活
情報化の段階へと突入しているのである。もち
ろん，情報技術は現在のところ特に金融経済シ
ステムの領域においてこそその有効性を発揮し
ていることに変わりはない。しかしながら，こ
のような生活世界レベルでのコミュニケーショ
ン行為の高度化が，ヴァーチャルなものも含め
て市民的公共圏の再形成に向かい，結果として
技術社会の諸問題を民主的な討議の場に引き戻
す可能性は十分ある。
　インターネット上においては実際に，ボラン
ティアなどの形による地域的・市民的な連帯に
基づく活動の場が多く認められる。それらは、
多くの場合文化的な共有価値に基づくものであ
る。こうした活動はA．トゥレーヌなどによって
注目されてきたいわゆる「新しい社会運動」の
一端に含まれよう（凶。いうまでもなく，地域開
発や環境汚染などの問題への地域住民の側から
の異議申し立てや，ジェンダー，エスニシティ
といった問題関心に基づく連帯運動は，従来型
の労働運動とは全く図式が異なるものであり，
いわば旧式の労働一生産関係中心のパラダイム
からは逸脱するものである。新しい社会運動の
「新しさ」とは，まさにそれが，個々人のアイ
デンティティとそれが依拠する諸々の文化的な
価値基盤に基づいた連帯運動であるがゆえにほ
かならない。ハーバーマスが指摘したように，
政治一一経済的なシステムと市民的生活世界との
間の新たな抗争の図式は文化的再鳶凧（伝統文
化的価値の継承発展）といった領域で生じるの
であり，それは分配の問題ではなくむしろ生活
形式の文法の問題として，システムと生活世界
との接点において云い出されるのである
（Habermas，1981：576－81）。そして今や，シス
テムの形式合理化に対する生活文化の防衛はサ
イバー空間に拠点を移し，その討論や連帯，活
動の場を拡大しうるのであり，その可能性はい
かなる者にも開かれているのである。ここに，
情報化社会を生きる諸個人の実存が問われてい
るといえようσ
　情報技術社会における実存は，情報洪水の只
中にあって真に重要な情報とそれに基づいて為
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すべき行為を主体的に選択する人間といった観
点から論じられねばならない。思えばキルケ
ゴール的な意味での実存，すなわち宗教的実存
は，単独者として世界に存在しつつ，いわば絶
対的な他者たる神への信仰を決断し選択すると
いうあり方において本来的実存の姿を旧い出す
ものであり，またハイデガーにおける実存は，
世界内存在という状況の只中にあらかじめ投げ
出されながらも（被雨性）そこにおいて自己の
可能性を選び取るものであった㈲。およそ実存
思想なるものが思想の流行の移り変わりの中で
色あせ，「主体」なる用語そのものが既に何ら
かの古びたものとして嘲笑されようとも，主体
への意志そのものまでが消え去ったわけではな
い。あるいはむしろ，リアリティーへの衝動，
自己と肚界を関係づける意味への渇望は，情報
技術の全面化とパラレルに進行する世界の
ヴァーチャライズの中で今日なお高まっている
のではないであろうか。
　こうした現状を踏まえるならば，情報技術社
会の実存もまた先に挙げたものと同様に，技術
的合理的形式の絶えざる生活形式への浸透とい
う状況の只中に投げ出されながらも，技術行為
のつ一つに眼を配り，その善し悪しを主体的
に選び取るものでなければならない。そこで重
要なことは，情報の対称性であり情報の開示で
ある。最近の遺伝子組み換え食品の購買拒否の
流れの例にも見られるように，情報の非開示は
高度情報化社会ではもはや通用しない。消費行
為もまた，情報に基づく主体的選択により大き
く左右される。日常言語的な意味で明らかでな
い商品は，もはや消費の対象とはなり難くなっ
てきているのである。そうした行為は，今度は
POSシステム等を通じて，最終的には明確に
メーカーにフィードバックされることになる茎
いわば消費者による「逆管理システム」が顕在
化するのである。かくして遺伝子組み換え作物
の取引価格は大きく下落し，生産の本場である
アメリカでもその生産の是非を巡る議論が高
まっている。
　これこそが情報化時代の世界の様相である。
要するに情報化時代とは，固定的な構造社会概
念を打ち破り，絶えざる相互フィードバックと
それに基づく個々のセクションの自己反省的調
整によって絶え直なく変形を遂げていく。だが，
その基礎となるのは単独者としての個々人の情
報の取捨選択とそれに基づく主体的な態度決定
である。情報の選択における価値判断が依拠す
るのはそれぞれの文化のコンテクストである。
その限りにおいて，技術は再び文化のコンテク
ストにおいて議論されねばならない。そこでは
従来型の国家プロジェクト的な巨大な技術行為
への礼賛は次第に否定されていくであろう。科
学技術が市民的公共的な価値基準において議論
され，選択され，制御されるためには，当の公
共圏が常識的に受け入れ，運用できるだけの身
の丈に合ったものとならねばならない。技術制
御もまた分権化されねばならないのである。
　我々が見てきたように科学技術と技術社会の
問題は，概ねそれが一般市民の日常言語やそれ
に基づく活動領域から乖離したところでシステ
マティックな意志決定が為されていることに起
因するともいえるのであり，その意味でもハー
バーマスが指摘したようなコミュニケーション
行為とそれに基づく市民的公共性の復権は，現
代技術社会にとっての一種のセーフティネット
ともいえる最大の課題である。また同時に，地
域の自然的特性に即した伝統的，文化的技術と
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いった，いわば日常言語に基づく文化的価値を
内在的に有する技術の見直しも求められよう。
グローバル化の進展は，一見すると画一性を推
し進めるようにも思えるが，現実には人々のア
イデンティティはそれぞれの地域的特色により
一層依拠していくことになろう。地域の多様な
風土性を支えてきたのは，ほかならぬ地域独自
の技術的行為（営み）の「形」であり，そうし
た「形」の総体こそが地域文化にほかならない。
地域文化の再生のための独自の技術観を検討し，
もって進展するグローバリゼーションを補完的
に支える新時代の価値観を検討していくことは
我々の今後の課題となろう。
（D　これに関連してフィーンバーグがハーバーマス
　とマルターゼの技術批判の差異について比較検討
　した以下の論稿を参照されたい。（A，フィーン
　バーグ，1997，「マルターゼかハーバーマスか
　一テクノロジーについての二つの批判一　」マー
　ティン・ジェイ編，竹内真澄監訳rハーバーマス
　とアメリカフランクフルト学派」青木書店，
　241－277．）
②　これに加えて，例えばフランクフルト学派の旧
　世代，すなわちアドルノ・ホルクハイマーによる
　「啓蒙の弁証法」におけるいわゆる「理性の道具
　化」批判のような立場も挙げることができようが，
　いうまでもなくこうした哲学的検討それ自体は大
　きな意義を持つものである。
　　Horkheimer，　M，　and　T，　W．　Adorno，1947，
　D如嫌勲4σ・4翼卿4期”8」Pん吸♪sψ飯5‘加」％α8鵬8嫉～，
　　Amsterdam：Querido　Verlag．（＝1990，徳永拘
　訳r啓蒙の弁証法」岩波書店．）
（3）ただし私見では，ハイデガーの技術論そのもの
　にはブイーンバーグとは別な意味で近代的技術観
　の変革のための現実的示唆が含まれるものと考え
　るが，この点に関しては別の機会を得て論究した
　い。
（4｝この点に関して筆者は，特に後記フッサールの
　現象学的哲学を軸にして哲学的検討を試みている
　ので参照されたい。（田中，1997）
（5）テクノクラートに関連しては参考文献にも挙げ
　たガルブレイス（Galbraith．1967）の「テクノス
　トラクチュア」論や，今世紀前半の米国における
　ウエブレン等の提唱に端を発するいわゆる「テク
　ノクラシー」論（今日その言葉が意味するところ
　はウエブレン等の意図したものとは異なるが）な
　どが重要である。
（6）その後，水戸市で開かれた原因究明を求める集
　会では，「どういう施設があって，何をしている
　か，何も知らされていなかった。もっと情報を伝
　えて欲しい」といった声が近隣住民から発せられ
　たという。この事故に対する生活世界の声は，こ
　の点に尽きるともいえよう。（r朝日新聞』1999．
　10．30朝刊，東京版，35面参照。）
（7）この点に関してハーバーマスは，「社会的に潜
　在する技術的な知識と能力を実践的な知識と能力
　に合理的に結合する政治的に有効な討論をまきお
　こすこと」を挙げているが，その意味するところ
　は技術支配から派生する生活危機を支配から自由
　な一般的・民主的討論によって反省する機会を有
　することの重要性の主張であり，実際ハーバーマ
　スが続けて述べるように，それは「反省にかかわ
　る事柄だから，もう専門家の管轄ドにおいておく
　わけにはいかない」のである。なぜなら「反省の
　問題解決能力を，技術的に利用可能な知識の拡大
　によって肩代わりすることはできない」からであ
　る。（Habermas，1968二1970，長谷川一日）参照
（8）もちろんインターネットは例外的にその草創期
　において民主的な発展を遂げてきたものといえよ
　うが，それにしてもその最初の姿は，1969年に米
　国国防総省が開始した軍事用の情報通信ネット
　ワーク（ARPA　net）であったとされている。
（9）　「日本経済新聞」1999．8．17朝刊，東京版，3
　面参照。これによると，わが国における官民含同
　で新成長産業の育成を目指す「ミレニアム・プロ
　ジェクト」の省庁要求案の中に，2003年中でに
　8，800ある政府の行政手続きの完全電子化を目指
　す「スーパー電子政府」の実現や遺伝r情報の解
　析の推進などの項目が見られ，情報とバイオ技術
　が来世紀のメイン技術であることをはっきりと示
　している。
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⑳　この点に関連して，田村正勝は情報文明の最大
　の可能性として「市場・行政・市民運動の三味一
　体的社会」が形成されることによって，経済主義
　的な思考が克服されて行くということが考えられ
　るとしている。この問題設定は，いわばシステム
　による生活世界の植民地化というハーバーマスの
　テーゼに対する情報文明という視点からの応答と
　もいえるが，いずれにせよ本論稿もここから少な
　からぬ示唆を受けている。（田村正勝，1997，「情
　報文明の到来とヒューマニズム」『阪神・淡路大
　震災2周年記念事業総合フォーラム報告割兵庫
　県．）
（11＞本論考の論旨と直接の関連はないが，人間の
　「自己・他者・世界了解」という基本軸の上で社
　会科学を哲学的・包括的に再検討する試みに，参
　考文献にも挙げた（山脇，1993）がある。本論
　稿も間接的な影響を受けるものであり，参照され
　たい。
⑬　同様の立場から，筆者は電子ネットワーク社会
　の可能性についての検討を試みている。（田中，
　1998）。
（13　同じく上記の論稿（田中，1998）において，筆
　者はシステム情報化と生活世界の情報化という概
　念枠組みを提示し，それに基づく現代社会の考察
　を試みている。
（④　トゥレーヌ社会学における「新しい社会運動」
　論の意義について，主にテクノクラートとの関連
　で社会運動を捉えながら考察を加えている論考と
　しては参考文献に挙げた（梶田孝道，1988）など
　を参照されたい。なお，「新しい社会運動」の観
　点からのより今日的な問題設定とアプローチを提
　湿している論者には，例えばA．メルッチが挙げら
　れよう。（Melucci，　A．，1989．参照）
㈲　キルケゴールの実存思想については，例えば
　『哲学的断片への結びとしての非学問的あとが
　き』（キルケゴール著作集7～9巻，白水社）な
　どを参照されたい。またハイデガーのそれについ
　ては（もっともハイデガーはいわゆる実存主義者，
　あるいは実存哲学者といったものではないが）周
　知のように主著といえる　『存在と時間』（∫θ伽
　雌4Z鉱1927）において論究されている。
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